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これだけやっていた研究を
どうして生かせなかったのか

　本日は「震災復興とユビキタス」と

いうタイトルで、情報通信技術が今回

の震災の復興などにどのように役立つ

かについて話させていただきます。

　「ユビキタス」とは、情報通信業界

の一種のバズワード（buzzword：明

確な合意や定義のない用語）ですが、

世界的にも非常に注目されている分野

です。

　今、インターネットをはじめとする

ネットワークの世界は、多くの方が恩

恵を享受していますが、ネットの世界

と現実の空間は別のもの――つまり分

離しています。このネットの世界と現

実の空間とをもっと密着させて、新し

いイノベーションを起こそうという分

野が「ユビキタス・コンピューティン

グ」とか、「ユビキタス・ネットワー

キング」という名前で呼ばれている分

野です。センサーネットワークで現実

の空間を電子的に認知して、それを

ネットの世界とつなぐ。例えば、現実

の場所とバーチャルな空間の情報を一

致させるわけです。

　このユビキタス・コンピューティン

グ、ネットワーキングについては、多

くの国が国家プロジェクトとして取り

組んでいます。日本では、世界的に最

も早い段階で、私たちが研究開発に着

手しました。しかし、これはいろいろ

ある日本の問題点の一つですが、日本

では実用になる寸前でその研究を生か

せないことが多く、結局、早く取り組

んだわりには、イニシアチブがとれな

いといったことが起こります。

　中国政府もユビキタス・コンピュー

ティングに非常に注目していて、研究

開発を始めたのは世界で最も遅いので

すが、今では江蘇省の無錫（ウシ）市

に開発拠点をつくっています。4年間

で 1兆円弱の金額を投資するなど、実

用に向けて急激に投資を始めています。

　日本の場合、あまりに早く研究を始

めたために飽きてしまい、ユビキタス

は古い、などと言葉遊びをしているう

ちに、世界がどんどん追いついてきて

しまいました。ユビキタス・コンピュー

ティングの分野だけではなく、こうい

うことを日本は繰り返しています。実

用段階でイニシアチブがとれないこと

が、私は大きな問題だと思います。

　さて今回、私たちにとって非常に大

きい試練、未曾有の災害が起きていま

す。こうした災害に対して、ユビキタ

ス・コンピューティングや情報通信技

術を使った研究や対策が、全然なかっ

たわけではありません。そうした研究

等がどうして生かせなかったのか、私

は残念に思います。そこで私たちが

やっていることを少しご紹介するとと

もに、どこに問題があるのかを皆さん

と一緒に考えてみたい、というのが今

日のテーマです。

発生前・直後・復興と
フェーズに分けて考えるべき

　災害時に何をするかを時間的に分類

すると、まず、災害発生前のフェーズ

では、例えば観測や予測、訓練、警報

などがあります。次の災害発生直後に

は、捜索・救援・救護、避難指示・避

難誘導、災害対策本部の設置運営・通
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信線の確保・ライフライン復旧、被害

情報収集・安否確認・避難所設営・必

要物資の確保などがあります。

　その後が、復興のフェーズです。こ

こでは、復興本部の設置があり、被災

者の正確な情報を検証して罹災証明交

付・支援金配布、救援・がれき処理・

仮設住宅設置などの直接処理と労働管

理などの間接処理があるなど、いろい

ろなことが必要になります。

　このように、災害については、発生

前、直後、それから復興と、フェーズ

に分けてきちんと考えるべきだと、思

います。

衛星のアンテナを大きくすれば
端末のアンテナは小さくできる

　私は、コンピューターをベースとす

る研究者で、TRON（トロン）とい

う組み込みコンピューターを開発して

います。昨年、10 年くらいかけて宇

宙空間を飛んで日本に帰ってきた小惑

星探査機「はやぶさ」が話題になりま

したが、この中に入っているコン

ピューターは、TRONで動いていま

す。また、最近日本の技術で打ち上げ

た小型ソーラーセイル実証機の人工衛

星「IKAROS（イカロス）」が積んで

いるコンピューターも TRONで動い

ています。

　実は TRONは、衛星などの中に入

るコンピューターとしては多く使われ

ています。また、私どもは JAXA

（Japan Aerospace Exploration 

Agency：宇宙航空研究開発機構）と

共同で、衛星を使ったいろいろな研究

を数年前から始めています。

　資料 -1 の右側は、「きく 8号（ETS-

Ⅷ）」という通信用の試験衛星です。

高度 36,000㎞の静止衛星で、普通の衛

星と違ってアンテナが非常に大きく、

外形 19m× 17m（テニスコート 1面

分の面積以上）が 2面あります。

資料 -1　超小型端末と「きく8号」

　このように衛星のアンテナを大きく

すると、衛星と直接通信する端末のア

ンテナを小さくできます。その端末で

あるユビキタス・コミュニケータ

（UC）（資料-1の左側）はスマートフォ

ンほどの大きさで、私の研究所で開発

しました。これに付けられるほどの小

さなアンテナで、地上基地局ではなく、

宇宙を飛ぶ、「きく 8号」と直接通信

します。

　昔は、衛星のアンテナが小さかった

ために、端末のアンテナを大きくせざ

るをえず、最悪の場合パラボラアンテ

ナほどの大きなものを立てないと衛星

と通信できなかったのです。しかし、

衛星のアンテナを大きくすれば、地上

側のアンテナは非常に小さくできま

す。「きく 8 号」は試験衛星ですが、

JAXA は次の衛星ではさらに大きな

50m 級のアンテナを考えています。

そうなると、UCはさらに小さく、普

通の携帯電話の大きさにでき、非常事

態には衛星と直接通信できる電話をつ

くることができます。ただ、残念なこ

とに、事業仕分けを受け、次の段階に

は進めなくなっています。

　なお、「きく 8号」を打ち上げたのは、

2006 年です。2010 年に定常段階は終

了したのですが、震災後の 2011 年 3

月 24 日に、もう一度動かし、岩手県

大船渡市役所とつくばセンターの間

を、回線接続しました。とにかく試験

衛星なので、間もなく寿命が来ること

から、運用は終わりになります。

UCが ucodeにある固有の
情報を読み取る

　UC は、RFID（Radio Frequency 

Identifi cation）などの IC タグや、

二次元バーコードなどに埋め込まれた

ucode を読み取る機械で、衛星と直

接通信できるアンテナも付けられま

す。そしてサーバーと連携し、ucode

に紐付けられた情報を、読み出して掲

示します。

　ucode とは、それが世界で一つし

かないことを認識するためのユニーク

な番号です。RFIDタグ以外にも、バー

コードや、数値の刻印で表すことも可

能です。

　ucode の付いたタグを大根に貼り、

その番号をUCで読み取ってサーバー

に送ると、生産者がわかります。工場

で生産される火災報知器に、それぞれ

異なるucodeのシールを貼ると、メー

カーを超越した製造番号となります。

　ucode は製造番号。しかも、ある

特定の会社の製造番号ではなくて、世

界で唯一無二のオープンになっている

製造番号です。これは重要なことです。

ucode を付けた RFID タグを UCで

読み取ると、その商品を、いつ、どこ

の会社が、どこの工場でつくったのか

わかります。火災報知器であれば、ど

この会社がそれを買って、いつ、誰が

そこに取り付けたかまでの情報を呼び

出すことができるわけです。

　今までは、製造番号は各社がバラバ

ラに付けていました。しかし、例えば

建築物の場合、どこか 1社のパーツで

つくられることはありません。いろい
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ろな会社のパーツを使っているため

に、それが何なのか、どこで調べれば

いいのか等、面倒でした。しかし、

ucode であれば、どのパーツでもそ

の場でわかります。

　例えば、この机を誰がつくったのか、

この床をいつ、誰が施工したのか、材

料はどこの会社が納品したのか。ユビ

キタス・コンピューティングとは、こ

うした、一つひとつのパーツに関して

の情報を、インターネットに接続した、

クラウド・コンピューター内の大量の

情報から呼び出せるよう紐付けするテ

クノロジーです。そして、この特定の

情報を呼び出せる “ きっかけ ” となる

のが、ucode です。

桜島の噴火による避難を
想定した実証実験

　このテクノロジーを災害のときにど

う活用するのか？鹿児島県で実施した

大規模な実証実験を紹介します。これ

は、JAXA と一緒に進めた研究です

が、想定したのは、地震ではなく、鹿

児島県の桜島の噴火です。その頃、桜

島の火山活動が活発化していて、火山

が爆発したらどうやって避難するか、

訓練をしておくことになったのです。

　まず、桜島の噴火で住戸や建物が被

災するのを想定して、建物や住戸の表

札にucodeを貼りました。それから、

住民の方に、ucodeが入っているタグ

を配付しました。先述のフェーズで言

えば、災害発生前の準備に相当します。

　こういうとき、本当は住民基本台帳

カードが利用できればよいと思います

が、いろいろゴタゴタがあって結局、

目的外使用が認められない制度になっ

てしまいました。住民基本台帳カード

自体は、本来は多角利用できるプログ

ラム可能なカードですが、住民票を入

手するためにしか使えないカードにし

てしまったことが一番の問題です。世

界中どこを見ても、パスポートではな

く、国民の身分証明書のようなものを、

誰もが持っているのは常識です。なぜ、

それが日本にないのか。年金の問題も

結局は個人をシステム的に唯一無二に

認識できないから混乱が起こるのです。

　世界からは「日本人ほどカードを

持っている国民はいない」と言われま

す。日本では、たばこを買うには専用

のカード、電車に乗るためのカード、

住民票を入手するためのカード、運転

するためには運転免許証というカード

と、別々に必要です。銀行のカードも

あって、皆さん、トランプができるく

らいのカードを持っています。

　世界では今、政府が発行するカード

をオープンにして、他の目的にもどん

どん使えるようにして、カードの枚数

を減らそうとする傾向があります。し

かし、そうではない日本では、被災し

たときにも、「あなたは誰ですか」と

なって、身分を特定できないわけです。

これは大きな問題だと、私は思います。

　話がそれましたが、住民基本台帳

カードが利用できないため、先述のよ

うに、桜島の噴火による被災が想定さ

れる場所に住む人に ucode タグを配

り、住居・建物・施設にも ucode の

電子タグを銘板として貼り付けまし

た。住民に配った ucode には、役所

内の住民の情報と紐付けをし、銘板の

ucode には、その建物の台帳の情報

を紐付けました。

分散した家族の避難先や
建物の被害状況を知る

　災害発生した直後における ucode

の利用法の一つとして、避難所での安

否確認への応用があります（資料 -2

参照）。

資料 -2　災害時の利用イメージ

　「きく 8号」とGPSの衛星を使い、

アンテナを装着したUCと直接通信

させます。そして、資料 -3 の写真の

ように、避難所に逃げてきた人の

ucode タグをUCで読み取ると、こ

の情報が衛星を経由して、被災地から

離れた災害対策本部へ送信されます。

これによって情報を一元化して収集

し、どこの避難所に誰が来たか、避難

所ごとの人数や世帯数などの情報を、

インターネットで見られるようにでき

ます。

資料 -3　UCで ucode タグを読み取る

　さらに、自分の家族などがどの避難

所にいるかも、UCで見られるように

しました。家族など限定された以外の

人に情報が漏れないよう、セキュリ

ティに配慮し、家族の ucode タグを

あらかじめ登録しておきます。例えば

お父さんとお母さんと子どもがそれぞ

れ異なる避難所へ逃げたとしても、

UCでどこに誰がいるのかがわかるわ

けです。この機能は強力で、大変評価
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されました。このように、家族がバラ

バラに逃げることもあるとシミュレー

ションして、実際に訓練までしていた

わけです。

　もう一つの利用法は、建物の被害状

況を知ることです。大噴火でどのくら

い被害を受けたか、自衛隊員や県の職

員など、最後に現地を見回りに行った

人が、住居に付いているucodeをタッ

チすることで、情報を送ることができ

ます。

　災害直後には、航空写真や衛星写真

で現地の状況を確認しますが、ひと段

落してくると、やはり人間が被害状況

を実際に見て歩かなければいけませ

ん。そのとき、ucode があれば、場

所がはっきりするわけです。

　どうして、ucode のような ICタグ

を設置しておく必要があるのか。それ

は、場所をいくら口で話しても、明確

に伝わらないからです。GPSの緯度・

経度だけで場所を管理しようとして

も、まどろっこしいし誤差もある。か

といって、人間がいちいち住所・地番

を確認して記録するのも、あまりに効

率が悪い。コンピューターだけで管理

するならよいのですが、実際にはコン

ピューターだけでは管理はできませ

ん。例えば「何とか町はどうなった」

とか、「何とか村の入り口はどうなっ

たとか」などの情報を伝えようと思っ

たら、どうしても人間の言葉による介

入が必要になります。

　その点、この ucode であれば、設

置してある場所を、明確に特定できま

す。その場所に意味付けをするのは、

人間が後でコンピューターの中でいく

らでもできます。ucode は情報を紐

付けるので、緯度・経度・高度でも、

建物の名前でも、地名や番地の呼び方

でも場所を表すすべての概念を

ucode で結び付けられます。建物に

付けた ucode を UCで読み取り、建

物全体の被害状況を入力して送信し、

その情報を一元的に集め、資料 -4 の

ように集計するわけです。

資料‒4　ucode の情報による建物被害集計

　この建物被害集計では、鉄筋か木造

かの建物種別や、高さなどの情報を災

害前に入力しておき、そこにUCか

ら送信された建物の被害状況や危険度

などの情報や、統計データなどが表示

されます。災害時にどのような情報を

まとめ、表示すればよいかが研究の結

果わかってきました。

国は衛星電話システムの
研究・開発を進めるべき

　これと似た実験で、山岳遭難救援支

援にも取り組みました。山岳では携帯

電話はつながらないので、衛星通信が

できるUCを端末として使い、GPS

による位置情報を本部に伝えるシステ

ムのテストでした。山の麓にアンテナ

を設置し、UCの所有者がどこにいて、

どのルートを通ったのかがわかるよう

にしました（資料 -5 参照）。本部との

通信内容も全部記録できます。

　このUCを救援に行く人に携帯し

てもらえば、誰がどのルートでどこに

行っているのかわかります。山岳救助

では、救援に行く人が災難に遭う二次

災害が起こりかねません。同様のこと

は、災害救助にも言えると私は思いま

す。救助に行くと、救助に行った人た

ちの安否も心配になります。そのため、

各自がどこにいるのかを知るのは重要

で、それには衛星が非常に役立ちます。

資料 -5　UC所有者の位置図

　私は、こういうシステムをつくるこ

とが重要だと思います。例えば、先ほ

ど述べた 50m級のアンテナの通信衛

星なら、携帯電話の中にアンテナが入

りますから、これは予算化すべきです。

しかし、仕分けられてしまいました。

不要ではないか、という声が出たのは

昨年でした。普段携帯がつながるから、

需要がないとされたのです。しかし、

3.11 の東日本大震災のような大地震で

わかったことは、普段使えるというも

のが意外ともろいということでした。

　需要がないのは当然です。携帯電話

の会社が熾烈なシェア獲得競争に勝つ

ために地上局を積極的に各地に設置し

ているのですから、普段は確かに繋が

らない場所は非常に少なくなりまし

た。衛星を打ち上げる必要がないと思

う人は、平常時に通話するのは携帯電

話で用が足り、わざわざ衛星電話を使

う理由がないと考えたのでしょう。

　山に行く人も、人数で見ればそれほ

ど多くはありません。山の中では携帯

電話が使えないからと、そのためだけ

に衛星電話システムを実現したらすご

い金額になります。当然、民間ベース

で展開しようにも、「需要がない」「ビ

ジネスにならない」となります。
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　しかし、私は今回の地震を見て思い

ました。こういう最悪の事態になった

とき、地上局は全部壊れて通信がほと

んどできなくなりますから、衛星を

使った電話がないのは最悪です。

　通信衛星は国が打ち上げるべきです

が、では、平常時にはどうするか。こ

れはユビキタス・コンピューティング

とも関係しています。ユニバーサル・

デザインの考え方が重要です。

　例えば、山間や海洋にセンサーを置

いて、平常時には温度計や湿度計、海

なら潮位計として使う。今なら、放射

線量を測るセンサーを入れてもいい

し、山間部の土砂崩れが起こりそうな

場所に加速度計を打ち込んでもいい。

そうして集めたデータを衛星に上げ

て、国土の状況を知ることに使えばい

いと思います。特に山間部や海洋部は

携帯電話の電波が通じない場所が多い

ので、衛星通信でしか対応できません。

そして非常事態には、平常時のデータ

も使いつつ、チャンネルを変えて、UC

などの端末で通話ができるように通信

衛星を使える体制をつくるべきです。

非常事態に対応できる
有事の体制整備を

　日本では今まで、平時と有事の 2

モードで対応するという考え方が欠け

ていました。3.11 以降、明確になった

のは、有事の体制整備をもっと真剣に

考えなければいけないということで

す。平時に関しては随分考えていまし

たが、有事に関しては、研究をしてい

るにもかかわらず、なかなか生かせて

いないのが現状です。有事の体制整備

にもっと取り組むべきだと思います。

　先ほどは通信衛星を一つの例として

紹介しましたが、他にも、道路や河川

などいろいろ、有事の際の計画を緊急

でつくるべきです。

　この点について、日本はすごく弱い

と、認めるしかありません。強いのは

アメリカです。この違いが出るのは当

然で、アメリカは戦争を想定し、有事

にまずどうするか、相当考えているか

らです。

　日本の場合、戦争をしないのはいい

としても、否応なく災害に見舞われた

とき、平時の体制では対応できません。

有事の体制を、戦争と結びつけて考え

てしまうからなのかはわかりません

が、日本は手ぬるいと感じます。

　アメリカの計画では、有事のときに、

どういう体制でどうするのか、全て決

まっています。誰が中心となるのか、

例えば指揮官が死んだら次は誰が替わ

るのかまで、明記してあります。そう

いうことを平時に考えるのはいやなの

かもしれませんが、日本は決めていな

いのです。

　さらにアメリカでは、どのような有

事かによって、いわゆる指揮権を持つ

人をきちんと分けています。例えば細

菌戦争になったときのチーム、何かが

破壊されたときのチームなどです。そ

んなことも日本は全然だめで、有事の

ときに、どういうチームが必要で、制

度上の設計として、そのチームをどう

やって集めるのか、それすら日本は決

めていない。情けないと思います。

　映画のシーンに出てきたことがあり

ますが、アメリカで緊急の事態が起

こったとき、軍がヘリコプターを飛ば

し、決められた人たちを最高優先パス

で作戦本部に集めてきます。有事の場

合には、国のいろいろな組織が協力し

て、判断を下す人を特定の場所へ最優

先で連れて来て、自宅にも帰らせませ

ん。そして、24 時間体制で対応でき

るよう、宿泊施設まであるのがアメリ

カです。それが、官僚であろうと、民

間の専門家であろうと、同じです。

　それに対して日本は、関係者を自衛

隊の飛行機に乗せた後で、民間人は輸

送できないから引き返せ、なんてこと

になります。情けなくて、もういいか

げんにしろと、多分私だけでなく、み

んなが思っています。有事のときの体

制をどうするかは非常に重要なのに、

そういう計画すらなく情緒的に決まっ

ていくのです。

　今後、日本は今回のような非常事態

が起こった場合の体制を考えないとい

けません。

　有事の体制をどうつくるかが重要だ

ということ、これが今日、私が言いた

いことの一つです。

街中に非常時用の
情報提供端末を

　二つ目に言いたいのは、私の研究所

や、いろいろな大学の研究室でもかな

り研究をしていたにもかかわらず、そ

の成果を 3.11 が起きたときに生かせ

なかったことです。これも情けないと

思いました。

　私は、震災が都市で起きたときにつ

いての研究もしています。先述の通信

衛星の「きく 8号」とも関係しますが、

非常時に情報を提供する通信機器をつ

くりました。情報端末として街角に設

置し、非常事態には上部からパラボラ

アンテナが出て、「きく 8号」と通信

します。要するに、非常事態において

も通信インフラを維持するための装置

の研究です。

　この装置、平常時はデジタルサイ

ネージとして、街の案内や情報提供を

します。駅はどこか、近くでおいしい

食事のできる店はどこか、などです。

それが災害時には、太陽電池と蓄電機
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能と衛星通信機能を使い、避難誘導や

安否情報の収集・通知等をします。

　最近は、駅にもホテルにも、街中に

もいろいろ情報を出す端末がありま

す。これら端末にも、災害時には切り

替わる非常時モードの機能を国が定

め、うまく情報提供するべきです。

　非常事態のときに情報が届かなくな

ると、みんながパニックになります。

電車内に閉じ込められて 5 分も経つ

と、「どうなってるんだ」とみんなが

文句を言い出します。駅に停止中で

あっても、5 分か 10 分で「いつ動く

んだ」とみんなが駅員のところへ行き

ます。しかし、駅員もわかるわけがな

く、「どうなっているんだ」と繰り返し、

携帯電話をかけ、また「どうなってい

るんだ」と。外国の場合は暴動になる

場合もありますが、日本では暴動には

ならないで、パニックになります。

　このとき一番重要なのは、情報を出

すことです。そのために、平常時の通

信インフラがすべてダウンしても情報

を出せる端末を街中の至るところに設

置すべきです。

　そこで、街中に置く情報端末として、

試作機（資料 -6）を作成しました。

土台の白い部分は蓄電池です。非常事

態に何が起こるのか、阪神・淡路大震

災の例を受けて、こういう機器を街中

に設置する実験をしたり、銀座で大規

模な避難実験をしたりしました。

平常時でも非常時でも使える
情報提供を銀座で実験

　日本では 10 年ほど前からいろいろ

な IC カードが普及し、皆さんは

Suica（スイカ）やPASMO（パスモ）、

FeliCa（フェリカ）など、いろいろ

なカードを持っていると思います。最

近、NFC（Near Field Communi-

cation）という IC カードの世界規格

の統一ができました。この国際標準の

NFCは日本で普及しているSuica や

FeliCa の上位規格になっています。

　今年の 12 月から来年あたりにかけ

て出はじめる IC タグが読める携帯電

話は、このNFCの国際標準で、数年

でかなり普及すると思われます。

　また、私の提案している ucode メ

カニズムは、おかげさまで ITU の国

際標準になっています。街中に設置し

た IC タグの ucode に、IC タグが読

める携帯電話をかざすと、日常であれ

ばいろいろな便利情報が出てきます

（資料 -7）。

　このシステムを今、銀座で国土交通

省と東京都と組んで実験しているの

が、「東京ユビキタス計画 銀座」です。

ICタグを銀座の街中に設置し、平常時

は、近くのおいしいレストランやスイー

ツの店などの場所や、地図上での自分

の現在地などの情報が出てきます。

　これが非常事態になると、モードが

変わります。銀座が非常の時に、日常

の便利情報が出てきても仕方ありませ

ん。道路がどうなっているのか、どこ

に逃げたらよいのか、そうした情報が

リアルタイムで出てきます（資料 -8）。

資料 -8　非常時に表示される避難所情報

　この端末を、パラボラアンテナを設

置した先ほどの装置の近くに持ってい

くと、衛星通信経由でサーバーに情報

を送れます。音声通話はデータが重い

ので、電源や通信能力を無駄にしない

ために通話モードは切ってしまいま

す。しかし、ショートメッセージのよ

うな非常に軽いデジタル情報だけでも

通信が維持されると、今回の 3.11 で

も非常に心強かったと報告されていま

す。そこで非常時モードになると、ど

こに逃げたらよいかなど、必要最小限

のデジタル情報のやりとりだけをする

ソフトウェアに切り替わる研究開発を

しています。

誤差30㎝で被災者の
居場所を特定できる

　このシステムをさらに進めたのが、

UWBアクティブタグによる災害支援

の研究です。これは、世界最小、1㎤

の超小型無線機の UWB Dice( 資料

-9) を使い、高精度で位置を測定し、

災害時に IC タグを持つ人の位置を特

定する研究です。資料 -6　非常モードを持つ通信機器の試作機
資料 -7　ICタグの ucode に端末をかざす
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資料 -9　UWB　Dice の特徴

　UWB Dice は、UWB（Ultra 

Wide Band）通信方式で双方向通信

が可能で、リチウム電池を入れておく

と 10 年弱もち、30㎝くらいの誤差で

測位と測距ができます。これをポケッ

トの中に入れたり、携帯電話のスト

ラップに付けたり、あるいは携帯電話

の中に装備しておくと、UWBタグが

送信する電波を周囲の基地局で三角測

量し、位置を検知します。

　もし被災して生き埋めになったと

き、救助隊が棒のようなアンテナを

10 ～ 100m 間隔で 4 台以上設置する

と、その範囲のUWBタグと通信して、

救助隊に位置を知らせます（資料

-10）。これによって発見されて、救助

される人もいるはずです。UWBタグ

を携帯電話に装備させておけば、どれ

くらいの人が助かるかをシミュレー

ションしたり、具体的にどうやって救

助するかの研究もしていました。

資料 -10　災害救助での利用イメージ

　UWBタグのように非常に小型で、

場所を特定できるようなものが普及す

るには、まだ時間がかかると思います

が、研究フェーズはかなり進んでいま

す。将来的に、もしも生き埋めという

最悪の事態になったとき、これを持っ

ているかいないかが、助かるかどうか

の分岐点になることもあるでしょう。

　これはもともと、身体障碍者の移動

を支援するために、30㎝の誤差で段差

の位置を知らせたり、この先へ進むと

どうなるかといった情報を電子的に伝

える研究でした。30㎝の誤差にこだわ

るのは、街を歩く視覚障碍の人に「も

う少しで横断歩道に出ますよ」と伝え

るためには、これくらいの精度がない

と危ないからです。

　これがもし、GPSの精度で数メー

トルの誤差があったら、車道と歩道の

区別がつかなくなります。この意味で、

高精度な位置を知るための技術は、非

常に重要です。こうした研究を、視覚

障碍の人のためにかなり前から取り組

んでいましたが、災害時にも応用でき

ると考えています。

あらゆる ICカードを
復興期の個人認定に活用

　災害からの復興において、復興管理

インフラとして問題になるのは、被災

して何もなくなると、個人を認定でき

なくなることです。

　先ほどご紹介した鹿児島県での実験

では、桜島の噴火を予想して、危険な

場所の住民が常に携帯できるよう、

ucode タグの IC カードを配りまし

た。しかし、今度の 3.11 のように、

予想していなかった場所が被災し、IC

カードをあらかじめ配っていなければ

どうするか。そうでない場合には、

Suica でも何でもいいから持ってい

る IC カードを臨時の個人 ID 証、身

分証明書として使えるようにする。そ

れが今、私が取り組んでいる研究です。

　何でもいいから、IC カードを持っ

ていたら、避難所に行ったときにそれ

を登録して、個人認定をします。住民

基本台帳カードで個人認定できるとし

ても、それを忘れて避難することだっ

てあります。何にもなくなったときに、

個人をどう認定するのかは重要なこと

と思います。

研究を生かすには
研究の出口デザインが必要

　先ほどの話に戻りますが、こういう

研究開発をしていたにもかかわらず、

なぜ実際には生かされなかったのか。

　私の研究だけでなく、よく知られて

いるのは、原発整備ロボットのお蔵入

りの話です。被災した福島第一原発で

は、アメリカや世界からやってきた軍

用ロボットが使われました。このとき、

「日本はロボット大国ではなかったの

か」と言われました。あれだけロボッ

トの研究開発を進めていながら、なぜ

災害のときに日本製のロボットが来な

いのか、日本では災害救助ロボットや

原子炉点検ロボットの研究を全くやっ

ていなかったのかと、一時、すごく問

題になりました。

　これはなぜでしょうか。日本が、そ

ういうロボットの研究をしていなかっ

たわけではありません。研究はしてい

ました。それなのに、お蔵入りしたま

まほっておかれて、倉庫から出しても

すぐ使えなかったのです。理由は、国

の研究に出口デザインがないからで

す。要するに日本では、研究は研究、

使うときは使うときと、分けてしまっ

ているのです。研究期間が終わると、

捨てるわけにもいかず、倉庫の中に入

れて、そこで廃棄する時期を待つよう
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な状況です。

　通信衛星の「きく 8号」も研究段階

でしたが、JAXA が「この非常事態

には、必要とされる用途に使うべきだ」

と言って、研究の終わった衛星をもう

1回動かして、電話が通じない場所で

少しでも援助に使えました。

　しかし一度、倉庫に入れられてしまっ

たロボットは、当然メンテナンスがさ

れなくなって、非常時に引っ張り出し

てもすぐ動くかどうかの保証がありま

せん。操作に慣れたオペレータもいな

くなっています。これは当たり前です。

機械をすぐに動かすには、日常から使っ

ていなければいけないからです。

　このように、研究の出口デザインが

ないから、それを実際に生かすことが

できません。規制官庁予算の研究に、

特にその傾向があります。現場を持た

ない規制官庁予算での研究は、そうな

る可能性があるのは仕方がないと言え

ば仕方がなくて、その官庁が悪いわけ

ではありません。

　一方、そうならないのは、国土交通

省です。昔の建設省と現在の国土交通

省とは、実施官庁として現場を多く

持っています。現場を持っている省庁

が取り組んだ研究は、わりと使われる

度合いが多いのです。

　アメリカで災害時に大活躍するのは

軍です。軍と言えば、DoD（Depart-

ment of Defense）、アメリカ国防

総省です。DoDは規制官庁ではなく、

研究して、その成果を自ら利用する実

施官庁と言えます。戦闘機にしろ、ヘ

リコプターにしろ、合成開口レーダー

にしろ、軍用ロボットにしろ、全て実

施官庁が保有しているから、整備もさ

れていてすぐ使えるわけです。

　問題はここです。せっかくの研究成

果も、実施官庁が保有してないと、倉

庫へ納められて、何のために研究した

のかわからなくなります。どのように

制度設計をして、どのように研究開発

を生かすか。非常事態には、研究段階

だろうと何だろうと、使えるものは全

部投入できるように、考えなければい

けません。

　国がせっかくいい研究をしていて

も、出口デザインがないと現場に出せ

ない。これは大きな問題だと、私は思

います。今日は、今後やるべきことは

何か、自分でも整理したく、それを皆

さんとも共有したいと思って来ました

が、出口デザインがないと現場で生か

せない、これが言いたいことの二つ目

です。

以前から進められていた
スマートグリッドの研究

　次に、復興期のさらに後の段階の話

をします。最近、再生可能エネルギー

社会の構築に向けて、スマートグリッ

ドの応用が盛んに言われています。

　実はこの研究も、日本はかなり前か

ら取り組んでいました。しかし、今は

とにかく有象無象が集まって、今ごろ

になってスマートグリッドを言い出し

ています。

　しかし、エネルギーの問題をひと言

で言うのは難しいです。エネルギー供

給の体制が違いますから、日本とアメ

リカとヨーロッパを全て比較するのは

乱暴な議論になってしまいます。体制

が違えばやり方も違ってきます。

　スマートグリッドに関しては、日本

の場合はエネルギーのコントロールと

いうより、いわゆるCO2 削減のため

に取り組んでいました。

　現在、「原発やめろ」というムード

になっていますが、皆さんご存知のよ

うに、1年前や 2年前には、政府を挙

げてクリーンエネルギーと連呼してい

て、原発は非常に大きな項目になって

いました。その意味では、クリーンな

エネルギーに対してかなり注目が集

まっていました。

　この意味では、日本でのスマートグ

リッドの研究は、エネルギーの供給と

いうより、使用量を下げるための研究

でした。

電気、ガス、水道の使用量を
ハウスサーバーで管理

　3年前からスマートグリッドに取り

組んでいる私の研究は、簡単に言うと、

センサーノード（データを前処理して

クラウドサーバーに送る装置）やクラ

ウド、利用者端末を使って、家の中で

どのくらいエネルギーを使っているか

を、きちんと知ることから始めようと

いうものです。

　その仕組みの概略が、資料 -11 の図

です。まず、図の右下の装置をコンセ

ントに接続します。この装置は、一つ

ひとつのコンセントがどれだけ電力を

使ったかの情報を、内蔵の無線 LAN

を介して家の中のハウスサーバー (図

の左上 ) に送ります。そこからさらに

外部のクラウドセンター ( 図の右上 )

に送ります。
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資料‒11　電力使用量などを把握する仕組み

　また、温度や湿度、照度を測定した

り、人が近くにいるかを感知する家庭

用センサーノード ( 図の左下 ) をつく

りました。これはセキュリティにも使

えるよう、ユニバーサルにデザインさ

れています。

　使い方の例として、この装置をクー

ラーのコンセントに接続する（資料

-12）と、このクーラーがどれだけ電

力を使っているかの情報が、ハウス

サーバーに入ります。家庭用センサー

ノードを窓辺に置くと、窓際の温度や

湿度を知らせます。また、水道の流量

計に付けて、水の使用量を無線 LAN

でハウスサーバーに送る装置も開発し

ました。ガスにもセンサーのユニット

を付けて、どれだけ使ったかを送信で

きます。

資料 -12　クーラーに接続した装置

　そして、ハウスサーバーから、電気

や水道をどれだけ使ったか、今日と前

日とを比べたらどうか、お金に換算す

るといくらかといった情報が、スマー

ト端末に表示されます。

　そこには、「電灯をこまめに消すだ

けで 10％程度の電気が節約されてい

ます。こまめな消灯をしてください」

とか、「お風呂のお湯を使って洗濯す

ると水道代が節約できます」というよ

うな、アドバイスも出てきます。さら

に、家の見取り図で電気を使っている

場所を表示（資料 -13）したり、月間

統計や年間統計と比較することもでき

ます。

資料 -13　家の見取り図に表示した電気量

　四国の松山市で実施した「スマート

レジデンスプロジェクト」では、実際

に住んでいる 10 軒の家に、これらを

全てを設置して、どのくらいのエネル

ギーを節約できるか実験しました。測

定結果は、各戸にカルテ（資料 -14）

で表示されます。

資料 -14　消費エネルギーのカルテ

　アドバイスの欄に「あなたの家は隣

の家よりも使用量が多いです」と表示

して、日本人の、みんなと同じでいた

いという感覚に訴えるのが効果的なの

ですが、あまり露骨なのも反感を受け

るので、言い方に気を付けようと、「窓

が開いていたのではないですか」とか、

「蛇口を閉め忘れていませんか」といっ

た言い方に変えました。参加者は、「あ

あ、そうかもしれない」と言って、さ

りげなく表示されている 10 軒の平均

値も見るわけです。ちなみにこの 10

軒は建売住宅で、全て同じ形の家です。

　こういう実験をすることで、別に非

常事態でなくても、家の人が何となく

節電に気を付けるようになって、何と

か15％くらいは、少なくとも10％以上

は確実に節電できるとわかりました。

　先述したように、この実験は 3年前

からで、今回の地震があったから実施

したのではありません。機器もつくり、

それを導入してどうやって消費エネル

ギーを減らすかを、私の研究所で開発

してきました。最近、スマートグリッ

ドへの関心が高まり、この研究に取り

組む必要性が改めて高まっていると感

じています。

一律に電気を止めるのではなく、
細かなコントロールが必要

　最近のように節電せざるを得ない状

況になってくると、私は、先述の統計

データ（資料 -14）を見るよりも、コ

ンセントに接続させる装置 ( 資料 -11

右下 ) を普及させた方がいいと思いま

した。それには、家の中のどのコンセ

ントがどれだけの電気を使っているか

を知る以外に、もう一つ重要な理由が

あるからです。

　今後、最悪の想定として、原子力発

電所が全て止まると、計画停電をせざ

るを得なくなるでしょう。そのときに

一番よくないのが、地域全部の電気を

一律で止めることです。電気を落とす

ことになっても、本当に必要なものだ

けは電気を使えるようにするべきです。
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　例えば、心臓をモニターする装置が

欠かせない重病人を自宅介護している

のなら、その装置の電気を切るわけに

はいきません。一方、居間のクーラー

は切ってもいいとか、電気を切る、切ら

ないをきめ細かく機器ごとにコントロー

ルできるようにする必要があります。

　コントロールを誰がするのかは制度

上の問題です。電力会社が自動的に全

ての電気を切るのではなく、各家庭で

優先順位を登録でき、廊下や他の場所

は強制的に切られても、「重病人がいる

からこの電気だけは切りたくない」と、

特定の装置だけは電気の供給が続くよ

うな、きめ細かにコントロールする仕

組みを考えざるを得ないと思います。

　これについても研究開発はかなり進

んでいて、私の研究所でも何度も実験

していますから、技術的には可能です。

　ただし、問題はどうやって実施する

かです。先述のように、実施の体制が

できていないから、研究開発が進んで

いてもうまく適用できません。これを

繰り返さないようにすべきです。電力

が足りなくなるのは今年だけではない

と明らかになった場合には、来年に向

けて、緊急に、必要なところへどうやっ

て電気を送るか、考えるべきだと思い

ます。

必要な場所の電気を
切らない気配りを

　2 週間くらい前に私は東京大学で、

障碍のある方々と一緒にシンポジウム

を行いました。そこで問題になったの

が、電気が必要な場所は「どこか」と

「どこ」はどう決めるのかという問題

でした。

　お年寄りや障碍を持っている人たち

がまちに出られるよう、今まで、国土

交通省は交通バリアフリー法など、い

ろいろな対策をしてきました。それな

のに、電力が使えなくなったらからと、

いまだに、電気をつけてもいい場所で

すら電気をつけず、エレベーターを動

かした方がいい場所でも動かさないと

いう状況になっています。

　これは、電気を上げる（復帰する）

ための制度がないからです。切るのは

簡単で、「とにかく切った方がいいよ

ね」と皆で言って、日本的な「空気」

で切ってしまうわけです。しかし、電

気は上げることも必要です。どうやっ

て、どういう順番で電気を上げていく

か、今はバラバラです。

　「とにかく切っておけばいいだろう」

という感じで切るものだから、夜間の

電気が余っている時間帯にも切ってし

まい、障碍のある人たちが非常に困っ

ています。弱視の人は、夜間に照明を

落とせば歩けなくなり、目が見えなく

なるのと一緒になります。こういうこ

とに対しての配慮が足りません。

　日本人のよさを生かして、もう少し

気配りをするのなら、電気が足りなく

なったときに、電気を切らない方に対

してどうするのかを考えるべきです。

今日この会場に参加する関係者の方た

ちには、このような意識を持っていた

だきたいと、私は思います。

ユビキタスのこれからの
課題はオープン化

　最後に、ユビキタスのこれからの課

題として、オープン化についてお話し

します。

　日本は、いろいろな情報の管理に関

して、一つの閉じた組織の中で情報を

どう使うかについては、取り組みが進

んでいます。例えば物の管理について、

RFID の使い方にしても、バーコード

を使って物流の管理をするにしても、

世界で進んでいる方です。

　しかし、日本は情報のオープン化が

うまくいっていません。これが今日言

いたいことの三つ目です。情報のオー

プン化を勘違いする人がいて、最近は

国のあらゆる委員会の情報を PDF

ファイルにしてインターネットで公開

していますが、これは単に紙に固めて

しまったデータをオープンにしている

だけです。

　ここでいう情報のオープン化とは、

公開された情報がコンピューターで再

利用できることです。単にインター

ネットで情報を公開する程度のこと

は、世界的に見れば、もう 20 年前の

1990 年から始めています。

　単なるPDFやGIFファイルなどは、

世界の情報通信の最先端から言えば、

オープンのうちに入りません。その情

報を再利用できるようにして公開する

ことです。つまり、オープンクラウド

化です。

　複雑で大量のデータと多様なサービ

スを扱うようになった現代は、全てを

一人では実現できない時代です。一人

で実現するには、果てしないコストと

時間が必要です。多様な組織・個人が

相互に利用できるようにした情報を公

開し、みんなに工夫してもらい、さら

に新しい知見を得て、それを見て他の

人がまたさらに新しい情報を出す―

―。これができなければならず、その

ためには、今までの考え方を変えなけ

ればいけません。
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　今までの考え方の前提を変えたのが

ネットワークで、今は、情報の流通コ

ストが果てしなく安い世界です。

　これだけインターネットが進んだの

で、オープンイノベーションが現実的

なものになってきました。自社のシス

テムだけに頼らず、他社が持つサービ

スを組み合わせて新たなサービスやビ

ジネスモデルを生み出すこともできま

す。クラウドや、複数の異なる提供元

の技術やコンテンツを複合させて新し

いWeb サービスをつくるマッシュ

アップ、ソフトウェアのソースコード

を無償公開し、誰でもそのソフトウェ

アを改良、再配布できるようにする

オープンソース。しかも、これからは、

携帯電話ではなく、常時ネットワーク

接続のスマートフォン情報端末を誰も

が持って、クラウドで必要な情報を見

たり処理したりする時代になります。

　そのとき、そのシステムの全てを一

つの会社や組織でつくり、みんながそ

のソフトウェアを使うことは無理で

す。これはアメリカ政府も Google

も無理と言っています。みんなで協力

して、データを使っていかなければい

けません。

　一つの例として、最先端の機能を持

つビルを新しくつくるとします。屋上

には、気象センサーなどのセンサーを

設置します。今までの考え方では、そ

のインテリジェントビルのセンサー

は、そのビルの中だけで、自分たちの

ためだけに使いました。しかしその考

えは古いのです。

　これからは、最先端のインテリジェ

ントビルを建てたら、その気象セン

サーの情報を、周辺の地域や必要とす

るところに、全て公開します。東京に

建てたのなら、東京のためにです。

　そうすると、隣にある古いビルでも、

その情報を空調コントロールに利用で

きるようになります。

　周辺のビルでも空調制御に利用でき

るように、先端機能を持つビルが気象

センサーの情報を出してあげる。こう

いうことをみんなでやる時代が来てい

ます。

関係者以外を仲間にして
情報をマッシュアップ

　例えば、国土交通省水管理・国土保

全局の河川事務所のホームページで

は、河川の増水度合いを調べて公開し

ています。これはもちろん公開した方

がいいのですが、水管理・国土保全局

で全部を調べられなかったらどうする

か。例えば、河川の近くに住んでいる

人が、「どのくらい水位が上がった」と、

目で見た情報を携帯電話でアップでき

るような、要するにマッシュアップす

る考え方が必要です。

　国道も同じで、もちろん直轄国道な

ら国が管理するのは当然で、国はやる

べきことはやるべきです。それでも住

民の誰かが道路に穴があいているのを

見つけたら、その情報をどのようにし

てうまく利用するのか。国だけでは捕

捉できない部分は、住民や他の人の協

力を得るために、ネットをはじめとす

るユビキタス・コンピューティング、

情報通信の基盤を使うのが、オープン

という考え方です。これは、私が国土

交通省で何度も言っていることです。

　例えば、地域の子どもを守るにして

も、昔は地域の安全を全て警察が保障

することになっていました。ところが

今は、警察だけで全てを見守ることは

できません。この地区は警察が見守る

けれど、あの地区はNPOや父兄会が

見守ろうと、分担することになります。

地域みんなで子どもの安全を守ろうと

したら、警察と地域の人やNPOが協

力するための情報インフラが必要で

す。通勤途中でも、何かあればすぐに

注意喚起ページにアップできる情報イ

ンフラをどうやって実現するかです。

　もちろん、いろいろな課題はありま

す。例えば住民からのアップ情報をど

うやっていたずら情報と見分けるの

か。話が長くなりますから今日は具体

的には説明しませんが、こういう課題

に対しても、防止方法の研究は大変進

んでいます。

　悪いことをする人たちは当然いて、

今はネットの犯罪が増えています。し

かし、性善説ではありませんが、いい

ことをする人たちもいますし、悪人が

最後に全部を支配することは、人類の

歴史を見ても少ないものです。もしも

悪が最後に勝つのなら、人類社会は消

滅してしまいます。しかし、今までそ

うなっていないのは、悪にどう対応す

るか、いろいろな研究がなされてきた

からです。

　このように、いいところを生かして、

いかに少人数でいろんなものを運営し

ていくかを考えると、情報をオープン

にして、みんなでマッシュアップして、

関係者だけではなく、知らない人も仲

間にするような制度やシステムをつく

ることが必要になります。これは、今、

世界が最も関心を持っていることであ

り、それが重要であると、私も思います。

行政、住民、業者が
協力、連携して取り組む

　私が今取り組んでいるのは、障碍者

の通りやすい道を示したバリアフリー

マップの作成です。このエレベーター

は朝 6時には使えるけれど、何時から

何時までは動かないとか、ここは車椅

子が通れないとか、ここに段差がある
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といった情報は、普通の地図には載っ

ていません。こういう地図を行政が全

部つくろうとすると、莫大なコストが

かかります。そこで、ネットにオープ

ン情報を入れて、その情報をみんなで

バージョンアップしていき、行政だけ

でなく地域住民や障碍のある人たちと

協力してバリアフリーマップをつくろ

うというわけです。

　また、バリアフリーマップを更新し

ないといけない工事を担当した業者は、

その変更点をバリアフリーマップのサ

イトに直接書き込みして報告します。

　アメリカでは、公物の破損情報を業

者が点検し、逆オークションをして工

事を受注するという例があります。こ

れは、仕事が欲しい業者が、発注を待

つのではなく、自分たちで壊れている

箇所を探してくるわけです。そして、

ここは直した方がいいとか、ここが崩

れそうだという情報をネットに上げま

す。そこがオークションサイトになっ

ていて、情報を見た業者が見積もりを

出せるようになっています。それを行

政の人たちが見て、工事の緊急性を認

めたら、各社から上がっている見積も

りなどの情報をもとに、即座に発注す

ることがあります。

　行政も直すべき場所を点検して回れ

ばよいのですが、アメリカの行政でも

人が少なくなっていて、損傷箇所を探

しに行く人さえいなくなっています。

それなら、仕事の欲しい業者が点検に

行こうというわけです。これも、オー

プンであることが重要で、特定の業者

が行くだけでなく、誰でも現地を見に

行って、損傷している場所をネットに

上げて、直すための見積もりもオープ

ンにして上げます。そして工事が完了

すれば、その結果は携帯端末で報告し

ます。このように見積額をオープンに

すれば、発注もスムーズになります。

オープン化するときの課題は
プライバシーとの調整

　オープン化で行政にイノベーション

を起こすことが重要だと私は思います。

　アメリカでは既にGovernment 2.0

（ガバメント 2.0）と呼ばれ、大きく動

き始めました。簡単に言うと、ここで

お話ししたような方法による情報公開

により、いろいろな行政イノベーショ

ンを起こそうということです。

　オープン化するときの一番大きな問

題は、データのガバナンスです。日々

生まれる様々なオープンな情報は、誰

のもので、誰が管理し、誰が保証し、

誰が利用を許可するのか。こうしたガ

バナンスを明確化した、新たな制度設

計が必要です。

　さらに、そこで大きな問題になるの

は、プライバシーとの調整です。例え

ば今回の東日本大震災では、ホンダが

被災地を走るユーザーのカーナビから

走行実績データを吸い上げて集計し

て、Google と協力してマップに反映

させました。それは、どの道路が通れ

るかの実績情報となり、援助にも復旧

作業の把握にも非常に有用でした。し

かし、通ってはいけない道路を一般車

両が通っている問題もわかってしまい

ました。非常時ですから大きな問題に

はなりませんでしたが、個人の走行

ルートの公開はプライバシーの問題と

なりかねません。

　また、このように、非常事態に対し

ての法律が整備されていないと、好意

で情報をアップした人が、責められか

ねません。こうした様々な問題にどう

対応していくかが大事です。この制度

設計に今から取り組まなければいけま

せん。

　プライバシーの問題で、もう一つ例

を挙げます。

　今は自分のヘルスケアデータが、ク

ラウドコンピューターの中に蓄積され

る時代です。しかし、本人に意識がな

く、救命のために時間的余裕がない状

況で、救急隊員がその人のヘルスケア

データを見ていいのか、いけないのか。

これも問題になっています。データを

見れば助かるが、見ないと死ぬ場合

だってあります。こういう場合の制度

も今はうまくできていません。事故や

急患などの本人の意思確認ができない

状態になったとき、プライバシー情報

をどうやって見ればよいかの法律も、

早急に決めるべきです。

　救急隊員が使った手袋のせいで、ゴ

ムアレルギーの人が亡くなる例も報告

されています。そんなこともあるのな

らと、英国ではプライバシーの意識が

変化してきて、住民のヘルス情報を緊

急時には行政が利用できるようになっ

ています。

　日本では、クレジットカードでいく

らお金を使ったかは、プライバシーと

思っているのが一般的です。アメリカ

では、自分のクレジットカードで使っ

た金額を公開して、同じものを買った

人と盛り上がるというSNS（Social 

Network System）もあります。こ

れは冗談ではなくて、プライバシーの

意識が変化しそこまで公開する人がで

てきているということです。

実名での公開が
情報の信頼性を確率的に高く

　プライバシー意識は、時代によって

変わります。アメリカでは、SNS、

たとえば twitter（ツイッター）など

ネット上で意見を言うときは、実名が

多い。対して日本の場合は、自分の意
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見を匿名で言う人が多い。日本だけと

は言いませんが、日本は特に匿名を好

む人が多い傾向があります。アメリカ

なら、何か文句を言うにしても、実名

の場合が多い。

　これをよく表しているのが、

Facebook（フェイスブック）です。

最近、日本でも流行り始めています。

Facebook では、基本的に実名で、

匿名の人はいません。例えばキャリア

アップで就職先を探すときに、自分の

実名の情報をネットに出して、求人先

に見せたりもします。

　ですから、道路に穴が開いていると

の情報も、Facebook の ID を使わせ

ることで信頼性を担保する仕組みに

なっていたりします。実名でインチキ

をする人は少ないので、確率的にはイ

ンチキは減り、安全度は高まります。

　どんなものでもそうですが、“絶対 ”

はあり得ません。私の著書『不完全な

時代』（角川 one テーマ、2011 年 7

月刊行）の中でも書いていますが、日

本でよくないのは、絶対神話があるこ

とです。どんなものでも「絶対安全」

な も の な ん て あ り ま せ ん。ISO

（International Organization for 

Standardization：国際標準化機構）

もベースとなる考えを機能安全にした

ときに、絶対安全は否定しています。

もう 10 年ほど前から、そうなってい

ます。絶対がないにもかかわらず、日

本では絶対、絶対と言う建前を下ろせ

ないから話がうまくいかなくなって、

いろいろな矛盾を起こすわけです。

　ですから、ネットに出る情報が絶対

に正しいとは言いません。しかし、プ

ライバシーの意識が変化して、みんな

が実名でいろいろな情報をネットで出

せるような国に日本がなってくると、

情報のオープン化もかなり変わってく

るのではないかと、私は思っています。

　ところで、先ほど紹介した松山市で

の実験は、エネルギーの使用量の “見

える化 ” でしたが、見える化には効果

があります。

　例えば、皆さんの中で、メタボと言

われて体重を減らしたい人がいました

ら、おすすめしたい体重計があります。

これに乗ると、ネットに自分の体重が

出て、それをオープンにします。自分

の体重の変化をスマートフォンで見ら

れるのですが、その情報を SNS や

twitter で他の人にも見えてしまうよ

うにもできます。すると、恥ずかしい、

こんな肥満はいやだという意識が働き

ます。ここでも、プライバシー意識が

ある程度変化してきていることがわか

ります。

位置を正確に知るための
インフラ整備が重要

　ユビキタスをオープン化するための

第二の問題は、場所の識別です。

　銀座の裏通りで、様々な位置測定方

法の精度を比較すると、今のGPSで

は、平気で 50 ～ 80mの誤差がありま

す。GPSを補完するために日本が計

画している準天頂衛星が運用されれ

ば、もう少し精度は高まりますが、電

波を使うために、銀座のようにビルが

建て込んでいる場所ではどうしても誤

差が出てしまうのです。

　それから、最近注目されているのが

WIFI 測位です。みんなが無線 LAN

を使っていますから無線局が数多くあ

ります。その基地局から利用すると、

10 ～ 30mの誤差で測位できます。

　もう一つ、私たちが「東京ユビキタ

ス計画 銀座」で盛んに使っている電

波マーカーが、5～ 10mの誤差。

　そして、私たちが銀座で試験的に道

路の中に埋め込んでいる、路面タグと

呼ばれる IC タグでは、30㎝程度の誤

差で自分の場所がわかります。

　しかし、問題の本質はGPSの精度

ではありません。GPSが使えない場

所もあれば、電波マーカーやRFID を

使える場所がある。重要なのは、これ

ら複数の情報を統合して、日本の国土

で自分のいる場所を可能な限り高精度

に知ることができる統合的なインフラ

を整備することです。時間の識別は時

計で一本化されています。同様に場所

についても、時計に相当する、一本化

できるインフラが必要です。

　自分はどこにいるのかを正確に知る

インフラは、いろいろなことに使えます。

場所情報のオープン・クラウド化をし

て、場所の持つ見えない背景情報をそ

のとき、その場所で得られ、みんなで

利用できるようにすべきと思います。

　ここで日本のユビキタスの現状をま

とめますと、技術は進んでいますが、

オープン化が課題です。その状況を打

ち壊すために、新しいインフラが重要

ではないかと思います。

震災がGovernment 2.0 を
進めるきっかけに

　最後にもう一つ、震災が日本で

Government 2.0 化を進めるきっか

けになるかもしれないという話です。

東京電力が電気需要の状況をネットで

公開していますが、最初は、先ほど話

したように、PDFとGIF だけでした。

電力需要のグラフをGIF で出しても、

GIF は絵のように固まったファイルで

すから、誰も使えません。これでは仕

方がないと、有志の人たちがいろいろ

なプログラムをつくりました。そして、

GIF の絵から自動的にパターン認識し

て、数値データに変えるプログラムを
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つくった人がいて、そのデータを他の

コンピュータから自由にアクセスでき

る API (Application Proglaming 

Interface) で公開したのです。

　数値データが利用できるとなると、

いろいろなプログラムがつくられまし

た。ある人は現在の電気の使用量が

メーターの形で表示されるアプリケー

ションをつくり、ある人は使用量を

twitter に自動的につぶやくシステム

を作りました。

　すると東電自体が不満足ながら公式

に再利用可能なデータを提供するよう

になりました。経済産業省もこの動き

に気が付いて、公開されたデータを

使って、おもしろいアプリケーション

をつくって、それを twitter でつぶや

いてくれれば、国でも宣伝していきま

すよと、自分で言い出したのです。資

料 -15 は、その告知画面です。

資料‒15　経済産業省のツイッター画面

　これはかなり進んだと、経済産業省

のことを珍しく褒めたいと、私は思い

ました。このように、みんなの力を借

りてマッシュアップしていこうと言い

出すのは非常によい。最初の電気需給

状況公開からほんの 10 日程度で、こ

のような動きが起こったのです。やは

り、必要性に気が付いている人はいた

のです。

　情報を公開してマッシュアップして

いくことは、まだ少し課題もあります。

　しかし、この非常事態をきっかけと

して、日本社会のシステム間の壁が少

し崩れようとしていると、私は前向き

に捉えています。

　いろいろな話をしましたが、時間が

来てしまいました。今日は、いろいろ

な研究開発が実際に使われないもどか

しさの中で、今後どうしたらいいかを、

紹介しました。何か皆さんのお役に立

てれば幸いです。長時間どうもありが

とうございました。

本内容は、2011年 7月 13日に開催された、
第 25回技術研究発表会における特別講
演によるものです。
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